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資料１



人口移動⑤ 進学・就職時の移動（平成26年3月卒）

○ 高卒就職時、大学進学時ともに、地方圏から東京圏への移動が圧倒的に多くなっている。

（資料出所）文部科学省「平成26年学校基本調査」
（注）１）数字（斜字除く）は、転入から転出を差し引いたネットの値。

２）黒太字は男女計、青字は男、赤字は女。

【大学進学時の地域間移動】【高卒就職時の地域間移動】

ここでは、以下のように定義している。
○東京圏 （埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県） ○名古屋圏 （岐阜県、愛知県、三重県）
○大阪圏 （京都府、大阪府、兵庫県、奈良県） ○地方圏 （その他の36道県）

（単位：人） （単位：人）
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（参考）地方圏内進学者
（県内進学者含む）

163354
89775 73579

（参考）地方圏内就職者
（県内就職者含む）

103678
61173 42505
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若者の地域移動の減少と地元定着の増加①高卒 未定稿
出身地（15歳時点の居住地）⇒最終学校を卒業した時の居住地⇒初職就職地（正社員限定）の３時点の地域移動について検
討。都市は東京圏・名古屋圏・関西圏 地方は東京圏・名古屋圏・関西圏以外の地域。

若い男性高卒者は地方・地元定着者が増加し、地方からの就職時の流出減少。
高卒者・男性

資料出所：社人研「第７回人口移動調査」を労働政策研究・研修機構が二次分析。無作為抽出・有効回収世帯数11,353通（回収
率73.5％）・有効回答世帯員数29,320人。2011（平成23）年7月（北海道は9月）実施。
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若者の地域移動の減少と地元定着の増加②大卒 未定稿
出身地（15歳時点の居住地）⇒最終学校を卒業した時の居住地⇒初職就職地（正社員限定）の３時点の地域移動について検討。都市
は東京圏・名古屋圏・関西圏 地方は東京圏・名古屋圏・関西圏以外の地域。

若い男性大卒者は進学時の流出が減少し、地方へのUターン微増。
大卒者・男性

資料出所：社人研「第７回人口移動調査」を労働政策研究・研修機構が二次分析。無作為抽出・有効回収世帯数11,353通（回収
率73.5％）・有効回答世帯員数29,320人。2011（平成23）年7月（北海道は9月）実施。
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雇用政策研究会 第４回資料

地方圏における年代別人口の推移（10歳時人口＝100）

○ 15歳～20歳時に、大学進学又は就職により地方圏から大都市圏への移動が生じているが、若い世代
になるにつれて、人口移動の規模は小さくなる傾向にある。
○ 男女別にみると、昭和30年～40年生まれの世代では、男性の方が地方圏から大都市圏への移動の
規模が大きかったが、昭和50年～60年生まれの世代では、男女間に顕著な差はみられない。

4

（資料出所）総務省統計局「国勢調査」
（注）地方圏とは、東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、名古屋圏（愛知県、岐阜県、三重県）、関西圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）を

除く36道県としている。
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地方圏における年齢別転出率等の推移

○ 若年層（特に20～24歳層）において、平成２年から平成12年にかけて県外転出率が低下している。

5

（資料出所）総務省統計局「国勢調査」

（注）地方圏とは、東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、名古屋圏（愛知県、岐阜県、三重県）、関西圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）を
除く36道県としている。
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完全失業率と有効求人倍率（就業地別・受理地別）の関係について

○ 就業地別の有効求人倍率の方が、受理地別の有効求人倍率よりも、完全失業率との相関係数が高く
なっている。

6
（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査」
※ 都道府県別の完全失業率は、モデル推計値である。
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